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事業事前評価表

独立行政法人国際協力機構（JICA）農村開発部 水田地帯第一課

国　名：カンボジア王国

案件名：ビジネスを志向したモデル農協構築プロジェクト

The Project for Establishing Business-oriented Agricultural Cooperative Models in the Kingdom 
of Cambodia

（1）当該国における農業セクターの現状と課題

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）は、農業が国内総生産（GDP）の 27.5％（2012
年推計値、出典：2012 ～ 2013 年カンボジア農林水産年報）、就業人口の 5 割以上〔正確には

55.9％、出典カンボジア農林水産省（Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries：MAFF）〕（農

村部においては 8 割以上）、主要穀物として 878 万 t のコメを生産する重要な産業となっている。

カンボジアでは 1950 年代から 1966 年にかけて 512 の農協が設立され、1965 年には農協の取

引高は推計で 1,300 万ドルに達するなど、活発に活動が行われていた。しかし、1970 年以降、

ポルポト時代に農協組織は解体され、1979 年以降の新政権では、クロムサマキ・バンコーボ

ンカウンポル（Krom Samaki Bangkor Bangkoen Phal）（以下、「クロムサマキ」と記す）という農

家グループが土地の分配と共同作業を行うために組織されたが、農家の土地所有や個別経営が

認められる過程で再び消滅した。

カンボジア政府は、2001 年 7 月に、「農業協同組合及び農業協同組合連合会並びに農業協

同準備組合の設立と機能に関する国王令（Royal Decree on the establishment and functioning of 
agricultural cooperatives, union of the agricultural cooperatives and the pre-agricultural cooperatives）」（以

下、「国王令」と記す）を制定し、2013 年 6 月 9 月には農協法が制定されるなど、農協振興に

係る政策強化と制度整備が進められている。MAFF は農業生産性の向上及び雇用創出をめざし、

農村部の農家を支援するために、農家の組織化を推進してきた。その結果、2013 年 8 月時点

で政府や非政府組織（Non-Governmental Organizations：NGO）の支援を受け 437 の農協が設立

されるなど農協の数が増加している。しかし、多くの農協では、信用事業を主な活動の中心と

し、市場経済の下で組合員の所得向上に資する農産物の共同出荷、農産加工品の生産等のビジ

ネスを志向した活動はあまり行われていない。農協の組織運営基盤が整備されていないばかり

か、事業を計画・実施するためのノウハウ
1
及び情報

2
が欠如しており、農協の事業運営能力の

向上が急務となっている。

（2）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ

カンボジア政府の中期的開発戦略文書である「国家開発戦略計画（National Strategic 

1
　指導事業、信用事業、購買事業、販売事業、加工事業等の実施のためのノウハウ。

2
　農産物及び農業投入財の流通、市場、金融、消費者ニーズ等の情報。

１．案件名

２．事業の背景と必要性
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Development Plan：NSDP）」（2009 ～ 2013 年）において、農業セクターは、貧困削減だけでな

く経済成長のための主要セクターとして位置づけられており、優先度が高い。現在策定中の次

期 NSDP（2014 ～ 2018 年）においても、農業生産性向上、栽培品目の多様化に加え、農業の

商業化も目標に掲げられるなど、ビジネス志向が強まっている。

カンボジア MAFF は、こうした方向性に呼応して「コメの生産・輸出促進に関する政策文

書（2010 年）」を策定したが、そのなかで、農民組織を通して農業振興を図ることが重要な政

策課題として挙げられている。

近年、農協の設立数が急速に増加しているが、組織的にいまだ脆弱であり、ビジネス
3
を行

うという点においてはまだ初期段階にある。したがって、有効な農協のモデルを提示し、他の

農協に普及するというプロジェクトのねらいは、政府関係者、農協のニーズに合致したもので

ある。

（3）農業セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績

わが国の「対カンボジア王国国別援助方針」（2012 年）における援助重点分野は、「経済基

盤の強化」「社会開発の促進」「ガバナンスの強化」であり、「経済基盤の強化」のなかで、主

要課題として「農業・農村開発」が位置づけられている。農業への支援については、農作物の

生産性向上と収入増を通して、農民の生計向上と貧困削減への支援を行っている。

日本政府は、農業生産のポテンシャルが高く、農業生産において国内で重要な位置を占める

西部及び南部を農業セクター支援の重点地域としている。これらの地域を対象に、「トンレサッ

プ西部地域農業生産性向上プロジェクト（APPP プロジェクト）」「流域灌漑管理及び開発能力

改善プロジェクト」の 2 件の技術協力プロジェクトと有償資金協力による「トンレサップ西部

流域灌漑施設改修事業」が実施されている。

その他の実績として稲作営農体系の確立と農民組織化で農業生産性の向上に貢献した「バッ

タンバン農業生産性強化計画（2003 ～ 2006 年）」、同プロジェクトの成果の普及、農家普及サー

ビスの充実に貢献した「バッタンバン農村地域振興開発計画（2006 ～ 2010 年）などがある。

（4）他の援助機関の対応

アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）の「トンレサップ生産性向上のための農業

技術展示プロジェクト（TSTD プロジェクト）」は、小規模農民のための技術指導を 5 州（コ

ンポン・チャムを含む）で実施中であるが、同協力は 2013 年で終了する。直接的に農協を支

援する他ドナーの支援はない。

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本事業は、①マニュアル類の整備や研修による体制・システム強化と農業普及局（Department 
of Agricultural Extension：DAE）〔（農協振興局

4
（Department of Agricultural Cooperative Promotion：

DACP）〕と州農業局（Provincial Department of Agriculture：PDA）による農協支援能力の強化、

3
　 「ビジネス」とは、カンボジアの農協法第 16 条に規定されている「農業生産、農産加工、アグリビジネス、農業生産セクターに

関係する事業」であって、その主なものは、①信用事業、②購買事業、③販売事業、④共同利用事業である。
4
　農協法に基づき、2014 年前半に農業総局（General Directorate of Agriculture：GDA）の下に DACP が新設される予定。

３．事業概要
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②パイロット農協を中心とした役員・組合員の能力強化、③プロジェクト対象 4 州（タケオ州、

コンポン・スプー州、スバイ・リエン州及びコンポン・チャム州）におけるパイロットビジネ

スの導入と運営、④農協のビジネスネットワーク
5
の強化を行うことにより、有効なビジネス

を展開する農協モデルの提示を図り、もってカンボジアの農協におけるビジネスを志向したモ

デルの普及に寄与するものである。

（2）プロジェクトサイト / 対象地域名

プロジェクトサイト：首都プノンペン（人口　約 1,396 万人）

MAFF/DAE（DACP）が位置するプノンペンとする。

モデル農協育成のためのパイロットサイト：タケオ州、コンポン・スプー州、スバイ・リエ

ン州及びコンポン・チャム州（人口　約 381 万人）

パイロットサイトの選定理由：

1）　 PDA の農協振興の必要性に係る意識が高く、農協役員に対する研修やワークショップを

独自に実施している。

2）　他州と比較し、比較的優秀な農協が存在する。

3）　主要稲作地帯であり、対象 4 州で全国の生産量の 3 分の 1 を占める。

4）　コメ以外のキャッサバ、大豆、畜産物等についても主要生産州である。

5）　 首都プノンペンに近く、農産物の主要な販売先としてプノンペンの市場を考えることが

でき、更に農業投入財の調達も比較的容易である。

6）　ベトナムにも近接しており、主要な販売先としてベトナムの市場も考えることができる。

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ）

直接の受益者：

80 農協の組合員・役職員：約 1 万名

MAFF/DAE（DACP）職員：12 名

MADD/PDA：28 名（農業振興担当と郡農業事務所約 7 名× 4 州）

対象地域の農民：約 280 万人

（4）事業スケジュール（協力期間）

2014 年 3 月～ 2019 年 2 月（計 60 カ月）

（5）総事業費（日本側）

約 4 億円

（6）相手国側実施機関

MAFF/DAE（DACP）

5
　 「農協のビジネスネットワーク」とは、例えば、複数の農協による購買品の共同仕入れ、農協と精米業者との籾販売契約、農協と

民間金融機関との預金借入契約など、農協間、または、農協と民間との間の事業取引に係るネットワークをいう。
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（7）投入（インプット）

1）　日本側

長期専門家：チーフアドバイザー / 農協組織経営、業務調整 / 研修計画 〔60（人月）（MM）〕

短期専門家：「農村調査」「経理」「営農指導」「コメ・野菜・畜産の生産と販売事業」等、5
年間で 30MM 程度

研修員受入：本邦研修、第三国研修等

機材供与：車両、農業機械、事務機器

プロジェクト活動経費

2）　カンボジア側

人員配置

プロジェクトディレクター：MAFF/GDA 局長

プロジェクトマネジャー：MAFF/DAE 局長、ただし DACP が新設された際には、DACP 局

長がプロジェクトマネジャーとなる。

プロジェクト副マネジャー：対象州の PDA 局長

カウンターパート（Counterpart：C/P）として、DAE（DACP）及び PDA の職員 50 名程度

プロジェクト事務所：日本人専門家執務室を MAFF/DAE（DACP）及び対象州 PDA 事務

所内に設置する。

その他：電気、水道などの運営費、対象地域の PDA における農協振興活動に必要な予算

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

1）　環境に対する影響 / 用地取得・住民移転

①カテゴリ分類：C
②カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響等は非常に限定的である

2）　ジェンダー・平等推進 / 平和構築・貧困削減

多くの農協が NGO の支援する女性グループ、貯蓄グループ、農民グループなどを前身と

しているため、役員レベルでも女性の占める比率が非常に高い農協も存在する。現段階にお

いて、ジェンダーバランスについて特別な措置を取る必要は認められない。

3）　その他

特になし。

（9）関連する援助活動

1）　わが国の援助活動

技術協力プロジェクト「トンレサップ西部地域農業生産性向上プロジェクト（APPP プロ

ジェクト）」（2010 年 10 月～ 2015 年 3 月）を実施中であり、農民組織間のビジネスネットワー

ク拡大のための活動及び本事業で実施する研修への APPP プロジェクト関係者の参加を通じ

て連携が可能である。また、「カンボジア王国農協 / 支援パートナーの連携によるミニライ

スセンター普及・実証事業」（2013 年 8 月～ 2015 年 2 月）は、農民の所得向上に直結する

農協が将来的に精米事業（ミニライスセンター事業）を行うためのモデルを提示することを

目的とし、実施機関である MAFF が対象農協に精米事業を運営委託する形でモデルケース
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を実証するもので、先行プロジェクトとして重要な経験・教訓を得ることができる。

2）　他ドナー等の援助活動

「トンレサップ生産性向上のための農業技術展示プロジェクト（TSTD プロジェクト）」は、

協力期間終了までにコンポン・チャムの農協に対して貯蔵施設を供与する計画があり、投入

面で連携の可能性がある。また、本プロジェクトのパイロットサイトである 4 州においては

多くの国際・現地 NGO が農民組織形成、生計向上活動及び農協のビジネス展開を支援して

いる。

（1）協力概要

1）　 上位目標：カンボジアの農協において、農協法に規定されているビジネスを志向したモデ

ルが普及する

指標：カンボジアにおいて、信用・購買・販売事業など農業ビジネスに取り組む農協の増加

状況と事業規模・収益の増加状況

2）　プロジェクト目標：対象地域においてビジネスを志向した農協モデルが確立される

指標：

1．農協の組織運営能力の向上による事業実施基盤の整備

・ 研修を受けた農協の〇％※が農協法で毎年提出が義務づけられている資料を MAFF
に提出する。

・ 先進的な組織体制・システムの構築が認められる。（例：会計、マーケティングの

専任職員配置、会計・事業実績などのデータベース管理）。
※ベースライン調査後、目標値を設定（以下同じ）。

2．モデルの有効性が実証できる具体的な事業の成果

・ モデル農協においてパイロットビジネスが継続され、組合員に利益が還元される。

（営農資金をより低い金利で借りられるようになる、 肥料等をより低い価格で購入

することができるようになる、コメ等をより高い価格で販売できるようになる、農

業機械等を活用できるようになる、ことを通じて組合員の収入が〇％増加する）

・ 精米と飼料生産の組み合わせなどバリューチェーンの構築に向けた先進的な事業の

取り組みがみられる。

3． モデル普及のための優良事例集及び事業紹介パンフが整備され、対象州農協の〇％以

上が事業計画策定・実施に活用する

3）　成果及び活動

成果 1：DAE（DACP）と PDA の農協支援体制が強化される

指標 1-1　作成したマニュアル、ガイドブック、報告書様式、データベースの数と内容（成

果品の作成数とそれらに対する農協の研修参加者の評価）。

・ 本局と 4 PDA に教材が整備される。

・ C/P が教材を自主的に改訂できる。

４．協力の枠組み
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指標 1-2　DAE（DACP）、PDA、農協、関連組織によるマニュアル、ガイドブック、研修教

材の活用状況（成果品の整備状況、リファレンスとしての活用実績）。

・ 指標 1-1 で作成したマニュアル、ガイドブック、報告書様式、研修教材全○○点が、す

べての対象政府機関・農協・関連組織で備えられ、担当者によって利用される。

指標 1-3　DAE（DACP）と PDA が実施する研修を農協の参加者が高く評価する。

・ 研修を自力で行える C/P が〇名養成される。

・ 農協の研修参加者の満足度が 8 割以上となる。

活動：①信用事業、農協経営、事業計画策定、監査、モニタリング・指導に係るマニュアル、

ガイドブック、農協が提出すべき基礎報告書様式の作成、②ベースライン調査（対象州の農

協についての組織状況と活動についてのベースラインデータ収集）の実施、③農協に係るデー

タベース（データ収集、データ加工・分析）の開発・設立、④作成された様式、マニュアル、

ガイドブックに係る研修の実施

成果 2：対象州において農協の組織・事業実施体制が強化される

指標 2-1　キャパシティアセスメントにおいて、会計報告、会議開催、事業計画づくりなど

研修受講農協の実績を調査した結果「十分な組織経営能力あり」と判断される。

・ 会計報告、会議開催、事業計画づくりなどのポイントで実施するキャパシティアセスメ

ントで、総合 5 段階評定ですべての対象農協が 4 段階以上の評価を受ける。

活動：①農協の組合員・役職員の研修ニーズの確認、②農協の組合員・役職員の研修教材の

作成、③選定された農協の組合員・役職員に対する研修の実施、④研修効果測定のためのモ

ニタリング・評価手法の開発と実施、⑤モデル農協の選定

成果 3：モデル農協においてパイロットビジネスが導入・運営される

指標 3-1　導入されたパイロットビジネスの数。

・ 各州の 1 モデル農協で 1 つの有効なパイロットビジネスが開発される。

指標 3-2　導入されたパイロットビジネスの市場での優位性、現地状況に見合った適正度と

経営分析などに基づく採算性。

・ 選定された事業が現地の状況に見合ったものであり、適切な規模の収益を上げることが

できること。

指標 3-3　養成された農民の営農指導アドバイザーの数。

・ 各州の 1 モデル農協で 1 名以上の先進的農家による営農指導アドバイザーを育成する。

活動：①モデル農協におけるビジネスポテンシャルの確認、②モデル農協におけるパイロッ

トビジネスの選定、③モデル農協において行われるパイロットビジネスの実施・評価、④ビ

ジネスの好事例の収集・ガイドブックの作成

成果 4：農協ビジネスネットワーク（他の農協、精米業者など民間企業、流通・市場関係者、

顧客などとの取引関係）が導入・強化される

指標 4-1　開催されたワークショップ / フォーラム、展示会の数。

・ 対象州で合計 16 回（4 州×年 1 回× 4 年）のワークショップ / フォーラム及び展示会が
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開催される。

指標 4-2　ネットワーク強化による成果（コスト削減、取り引きの安定化等）。

・ 農協の事業のコストが〇％低減する。

・ 継続的な農協間や業者との取引契約・注文の件数がネットワーク導入以前の○件から○

件に増加する。

活動：①農協ネットワークに関するワークショップ / フォーラムの開催、②農産物、農業資

材 / サービスに関する展示会の開催、③農協のビジネス情報の編集・普及、④農協年次大会

の開催

4）　プロジェクト実施上の留意点

・ 現場における農協指導の中心となる PDA は、人材が不足し、活動予算については不十分

である。カンボジアではドナーや NGO からの支援で活動経費が賄われるなど外部依存の

構図がある。プロジェクト成果を持続的に普及するために、こうした点について MAFF
の意識を変えていくよう働きかけることが必要である。

・ NGO の支援を受けて設立された農協も存在するが、農協の運営においては、例えば毎年

財務諸表等を作成し、総会の承認を得るといった農協法に定められた義務を果たす必要が

あり、その点については対象地域で NGO が支援する農協に対してもプロジェクトで指導

する必要がある。他方、研修教材の作成や組織立ち上げのノウハウなどについては NGO
の知見や経験を必要に応じて生かすことが効果的である。

・ 対象 4 州は米作地帯であり、精米などのコメ中心のビジネスモデルを主軸としつつも、コ

メと畜産を合わせた事業や、現在でも大多数の農協の主要ビジネスである信用事業の改良

モデルなど、主要なパイロットビジネスを検討することで、地域に合ったビジネスモデル

を採用することが可能になる。

・ プロジェクトは、①マニュアル類の整備や研修による DAE（DACP）と PDA による農協

支援能力の強化、②選抜された農協を中心とした役員・組合員の能力強化、③モデル農協

におけるパイロットビジネスの導入と運営、④農協のビジネスネットワークの強化の 4 つ

の成果で、有効なビジネスを展開する農協モデルを提示するというプロジェクト目標を達

成することを意図している。このうち、③はビジネスモデル確立に直接寄与する不可欠な

成果であり、①と②は特に③を効果的に実施するうえで必要な環境整備のコンポーネント

である。また、④は③の実施を効果的に支援するためのコンポーネントである。このため、

当初①と②を先行させて取り組む。

・ 本プロジェクトの対象地域は、タケオ州、コンポン・スプー州、スバイ・リエン州及びコ

ンポン・チャム州であるが、対象地域以外においてもビジネスを志向する農協があること

から、本事業で提示される農協モデルは、農協ビジネス情報の普及及び農協年次総会の開

催を通じて、対象地域を超えて広範に拡大することが見込まれる。

（2）その他のインパクト

カンボジア政府の次期 NSDP では農業セクターの生産性向上、農産物の多様化、農業の商業

化が目標として掲げられる。本プロジェクトはこの政策目標の特に農業の商業化のための具体

例を提示し、全国的な普及を意図するものである。
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（1）事業実施のための前提条件

DAE（DACP）及び対象州の PDA が本プロジェクトに強いオーナーシップをもって、より主

体的に活動を実施することが必要とされる。

とりわけ、農協モデルの確立に向け、DAE（DACP）及び対象地域の PDA に十分な人数及び

能力を備えた職員を配置することが重要であり、GDA に対し具体的な人員配置計画を提案し

つつ、実施体制の整備を働きかける。

（2）成果達成のための外部条件

MAFF から対象地域の PDA に対し、農協振興活動に必要な予算が適時に配布されることが

重要となる。予算年度及びプロジェクトの進捗状況に合わせて必要予算を積算し、GDA に提

示するとともに、PDA への予算配布が円滑に行われるよう促す。

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件

プロジェクトの対象地域において自然環境の著しい変化がないこと。対象 4 州とも灌漑率が

低いため降水量や雨期・乾期のタイミングに影響を受けやすい。また、農協の経営に重大な影

響を与える社会経済環境の著しい変化がないこと。

（4）上位目標達成のための外部条件

政治経済状況の著しい変化が生じないこと。特に近年、若年層を中心に工場・プランテーショ

ンなどでの就労や出稼ぎが増加し後継者不足や労賃の上昇がみられる。コメの流通については

ベトナムにおける需要供給の変化など留意する必要がある。また、多くの農協が信用事業を行っ

ているため、農村金融に大きな変化を与える要因についても留意する必要がある。

本事業は、カンボジアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また

計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。

「カンボジア王国バッタンバン農業生産性強化計画終了時評価」（2003 年 4 月～ 2006 年 3 月）

では、稲作農家と市場（特に精米業者）との関係強化を意図したアプローチは農家の生計向上に

効果があることが確認されており、本プロジェクトの実施（特に成果 4）については民間セクター

との積極的な連携が求められる。

（1）今後の評価に用いる主な指標

４．（1）のとおり。

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）

６．評価結果

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用

８．今後の評価計画
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（2）今後の評価計画

事業開始 6 カ月以内 ベースライン調査

事業中間時点 中間レビュー

事業終了 6 カ月前 終了時評価

事業終了 3 年後 事後評価


